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MURC 政策研究レポート 

気候変動抑制に向けたMRV（測定・報告・検証）の
国際枠組み構築に関する現状と課題 

～ （３）REDDプラス実施の際のMRVシステムの考え方 ～ 

 

本稿では、京都議定書の第一約束期間（2008～2012 年）後の国際的な地球温暖化対策として注目され

る、途上国における森林減少・劣化の抑制等（REDD プラス）に着目し、その対策が各途上国において実施

される際の測定・報告・検証（MRV）システムのポイントを整理した。そして、REDD プラスの特徴を踏まえ、

今後に構築すべき MRVシステムのあり方を提言した。 

 
 

【概 要】 

• REDDプラスは、その多大な温室効果ガスの排出削減・吸収増大ポテンシャル（人為起源の温室効果ガス

の約 2割）から、地球温暖化対策として国内外で大きな注目を集めている。既に世界銀行等により複数の

国際基金が設立・稼動されており、また民間事業体も REDDプラスに積極的に取り組み出している。 

• ただ、実際に REDDプラスを実施するにあたっては、REDDプラスのホスト国における森林インベントリの

作成支援、そして森林資源に依存している先住民/地域住民への配慮や生物多様性の保全等のセーフ

ガードも含めて、地球温暖化対策以外の側面も十分に考慮することが求められる。 

• REDDプラス実施にあたっては、その取組成果を評価するために、効果的な MRVシステムを十分に機能

させる必要があるが、その際には各途上国の状況に応じることも重要となる。こうした観点から、本稿では

各途上国が REDDプラスを実施するまでの準備段階も含めて、各途上国の状況に応じたMRVシステム

のあり方を提示した。 

• 加えて、既に実施されている REDDプラス事業の実施規模（対象とする森林面積）、もしくは REDDプラス

プロジェクトから発行されるクレジットの位置付けを取り上げ、それぞれの取組におけるMRVシステムの位

置付けを整理すると共に、今後の方向性を提示した。 
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気候変動抑制に向けたMRV（測定・報告・検証）の

国際枠組み構築に関する現状と課題 
～ （３）REDDプラス実施の際のMRVシステムの考え方～ 

 

１．REDDプラスの位置付け 

途上国における森林減少・劣化に由来する二酸化炭素等の排出削減（REDD）については、2001 年

には気候変動に関する政府間パネル（IPCC）により、「熱帯地域における森林減少・劣化を抑制するこ

とに大きなポテンシャルがあると」報告され（IPCC 2001）、その気候変動への緩和効果について科学

的に評価された。その後、2007年に発表された IPCCの第 4次評価報告書（AR4）では、より掘り下げ

て REDDの重要性が指摘され、「途上国における森林減少・劣化は、人為起源の温室効果ガス（GHG）

の約 2割を占める」ことが定量的に示された（IPCC 2007）。 

こうした REDD に対する国際的な枠組構築については、2005 年に開催された気候変動枠組条約

（UNFCCC）第 11 回締約国会議（COP11）においてパプアニューギニアとコスタリカが緩和対策の 1

つとして共同提案し、これを受けて UNFCCCでは 2013年以降の枠組に REDDを含めることに向けて

交渉が始まった。その後、2007年の COP13で採択されたバリ行動計画（UNFCCC 2007a）では、REDD

に加えて森林の保全及び持続可能な森林経営ならびに森林の炭素ストックの向上を含めた取組（REDD

プラス）の重要性が明記され、その REDDプラスが 2013年以降の次期枠組における緩和活動の 1つと

して正式に位置付けられた（図 1）。 
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図1 REDD プラス実施によるクレジット発行の概要図 

※ REDD プラスを実施しない場合の参照レベルでの排出量と、実際に REDD プラスを実施した場合の排出

量の差である排出削減量（≒クレジット）を評価するメカニズムであり、排出削減量が大きくなるよう経済

的インセンティブ等の導入が議論されている。 
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REDDプラスについては、費用対効果の高い緩和対策であるという研究結果も報告され始める等（e.g. 

Nicholas 2007）、その緩和効果についての取組が進み、2009年に開催された COP15でのコペンハーゲ

ン合意（UNFCCC 2009a）では、法的拘束力はないものの REDD プラスの枠組構築の必要性が強調さ

れ、わが国を含む先進国から REDDプラスへの資金拠出が表明された。そして、直近の 2010年末に開

催された COP16では、REDDプラス実施に関する取組について大枠で合意に達したところである（概

要は後述）。 

こうした UNFCCCでの交渉に先行して、UNFCCCの枠組以外においても 2007年に発足した世界銀

行が実施している森林炭素パートナーシップ基金（FCPF）、そして 2010年 5月に発足した REDDプラ

スパートナーシップ（わが国はパプアニューギニアと共に 2010年の議長国）等の取組が進められてお

り、2013年以降の次期枠組における REDDプラスの効果的な実施に向けた国際交渉は進められている

（図 2）。 

わが国においては、全ての主要国による公平かつ実効性のある国際枠組の構築及び意欲的な目標の

合意という条件付きではあるものの、2020年における GHG排出量を 1990年比で 25%削減することを

表明しており（環境省 2010）、さらには 2050年に向けては先進国全体として GHG排出量を 80%削減

するという目標も掲げている（外務省 2009）。こうした排出削減目標の達成に向けては、大きな排出

削減ポテンシャルを有する REDD プラスが重要になる可能性が高く、REDD プラスはわが国にとって

も将来における重要な緩和対策の 1つと位置付けられている。 

 

 

UNFCCCの動向

COP11で森林減少対策に関する交渉がスタート

Voluntary Carbon Standard（VCS）
でREDDプロジェクト実施に向けたガ
イドライン開発の作業が開始される。

COP13でREDDプラスが2013年以降の枠組みに含
まれることが決定される。AWG-LCAで政策面を、そ
してSBSTAで技術面（方法）の議論を開始すること
で合意される。

AWG-LCA： 論点ごとの
各国意見に基づき、交
渉テキストが作成される。

世界銀行の森林炭素パートナーシッ
プ基金（FCPF）の活動、そしてオース
トラリアとインドネシア等との2国間協
力が開始される

AWG-LCA： REDDプラ
ス実施のスケールや資
金面の枠組等の課題で
合意できず。

一部の自主的な炭素クレジットの認
証制度を介して、REDDプラス由来の
クレジットが流通し始める。

カンクン合意において、REDDプラス実施に向けた
大枠の制度設計について合意した。ただ、資金面及
びSBSTAでの技術的課題への対処は今後の継続
作業となったままである。

ノルウェーとインドネシアによる2国間
協力の枠組が合意される。
REDDプラスパートナーシップが設置
される（日本はパプアニューギニアと
共に議長）。

UNFCCC以外の動向

SBSTA： 技術的課題に
関する専門家会合の開
催等が合意される（東京
でも開催）。

SBSTA： 堅牢なモニタ
リングシステム導入等、
方法論的ガイダンスが
合意される。

2005年

2006年

2007年

2008年

2009年

2010年

継続して議論が進められる。

森林減少対策による排出削減効果が
注目され始める。

VCS2007が策定され、REDDプラス
に関するガイドラインが公表される。

AWG-LCA： REDDプラ
ス実施におけるための
大枠の制度設計に合意。

SBSTA： 特段の議論・
作業は行われなかった。

 

図2 UNFCCC 及び UNFCCC 以外の REDD プラスへの取組状況 



 

ご利用に際しての留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。              MURC政策研究レポート 
  3/10 http://www.murc.jp//politics_c1/pol_report/ 

２．UNFCCCにおける REDDプラスへの取組状況 

UNFCCC では、REDD プラス実施に関する制度面・政策面について中心的に議論する「気候変動枠

組条約の下での長期的協力の行動のための特別作業部会（AWG-LCA）」、そして技術面（方法論）につ

いて中心的に議論する「科学技術上の助言に関する補助機関（SBSTA）」の 2つにおいて、REDDプラ

ス実施に向けた議論を行っている。この 2つの組織における取組の概要を以下に記す。 

 

２.１  AWG-LCAでの制度面・政策面に関する議論の状況 

2007年末の COP13で決定されたバリ行動計画（UNFCCC 2007a）において、REDDプラスの範囲が

「森林減少・森林劣化による排出削減」に加えて「森林の保全及び持続可能な森林経営、並びに森林

の炭素ストックの向上」との文言が記述されるに至って以降、AWG-LCAでは 2013年以降の次期枠組

における緩和対策の 1つとして、とくに制度面・政策面について議論が続けられている。 

2009年の COP15では多くの時間を取って精力的に議論が進められたが、REDDプラスの対象とする

バウンダリを国レベル・準国レベルもしくはプロジェクトレベルにするかという点、MRVシステムの

あり方、クレジット発行の基本となる参照レベルの設定方法（図 1参照）、加えて AWG-LCAにおいて

継続的に議論されている途上国における適切な緩和行動（NAMAs）において REDDプラスを含めるか

否か等で合意に達することが出来なかった。しかしながら、各課題に関する各国の意見集約が進み、

翌 2010 年の COP16 では、REDD プラス実施の具体的な活動、途上国が実施する取組、そして REDD

プラス実施の際に留意するセーフガード（生物多様性保全や先住民/地域住民への配慮等）についてよ

うやく大枠で合意に達した（UNFCCC 2011）（表 1）。今後は、上記の REDDプラス実施に係る課題を

中心に、より詳細な REDDプラス実施に必要なルール策定の作業が進められる見込みとなっている。 

 

表1 COP16 におけるカンクン合意の REDD プラスに関する文書の概要 

言及された箇所 具体的な内容 

REDD プラスの対象活動として、①森林減少からの排出削減、②森林劣化からの排

出削減、③森林炭素ストックの保全、④持続可能な森林管理、⑤森林炭素ストック量

の増大が明記された。 

REDD プラスに取り組む途上国の実施事項として、①国家戦略・行動計画の策定、②

国もしくは準国レベル参照レベルの策定、③国もしくは準国レベルの堅固かつ透明な

国家森林モニタリングシステムの開発、④セーフガードに対処するシステムの開発が

明記された。 

REDD プラス実施までのプロセスとして、途上国の状況に応じた方法として段階的に

REDD プラスを実施するに移行する方法（フェーズド・アプローチ）に基づくことが明記

された（図 3参照）。 本文中に記載さ
れた内容 その他、合意文書には主に以下の内容が含まれた。 

・ UNFCCC締約国は森林被覆及び炭素ストック量の減少を低減・反転するという目

的を認識する。 

・ UNFCCC 締約国は森林減少の原因への取組を含めて、森林に対する人為的圧

力を低減させるための効果的手法を探求する。 

・ UNFCCC 締約国（とくに先進国）は、多国間及び二国間の取組を通じて、更なる

キャパシティビルディング、技術開発・移転、及び REDD プラスに関する国家戦略

または行動計画等を支援する。 

※資金の取扱いについては、その手法を探求し COP17 に進捗を報告することとなっ

た（COP16 で合意に達しなかった箇所）。 
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表 1 つづき 

言及された箇所 具体的な内容 

附属書 I に記載さ
れた内容 

REDD プラス実施の際のガイダンス（環境十全性の位置付け／等） 

REDD プラス実施の際のセーフガード（先住民や地域住民への配慮、生物多様性の

保全、非永続性への対処、排出移転の抑制／等） 

附属書 IIに記載さ
れた内容 

SBSTA への要請事項として以下が明記された。 

・ COP18（2012 年末）へ報告するため、特に森林減少・劣化のドライバーになる途

上国における LULUCF 活動を特定する。これは、そうした活動からの排出・吸収

量の算定を行う方法論の問題を特定し、気候変動の緩和に対する潜在的な貢献

を評価するために行うものである。以上の作業の成果を SBSTA に要請する。 

・ COP17（2011年末）での検討に向けて、参照レベルとモニタリングシステムのモダ

リティ作成、及びセーフガードに関するガイダンスの作成を SBSTA に要請する。 

COP17（2011 年末）での検討に向けて、必要に応じて REDD プラス活動（5 つの活動）

の結果としての人為的排出・吸収量、森林炭素ストック、そして森林炭素や森林面積

の変化に関する MRV のモダリティを、COP15 での決議文書（4/CP.15）の方法論ガイ

ダンスと一貫性をもって作成することを SBSTA に要請する。 

出典： UNFCCC 2011 

 

２.２  SBSTAでの技術面（方法論）に関する状況 

SBSTAでは COP13で作成された作業計画（UNFCCC 2007b）に従い、方法論に関する検討が行われ

ている。堅牢な森林モニタリングシステムを作成すること、算定は IPCCが公表しているガイドライン

に従うこと等、方法論ガイダンスについては 2009年末の COP15で合意に至った（UNFCCC 2009b）。

ただ、その後の掘り下げた作業について 2010年は小康状態となり、具体的なガイドラインや方法論の

作成は進まなかった。2010年の COP16でも特段の成果は報告されず、COP17もしくは COP18に向け

て REDDプラス実施に向けたガイダンス等の作業が要請されている状況である（UNFCCC 2011）。 

 

３．REDDプラスを含めた緩和対策全体における測定・報告・検証システムの意義 

多大な緩和ポテンシャルを有する REDDプラスという対策を含め、2013年以降の緩和対策を議論す

るにあたっては、とくに COP13以降において、測定・報告・検証（MRV）システムの重要性が指摘さ

れている。MRVシステムについては、既に京都議定書の第一約束期間にも先進国を中心に導入されて

いる考え方ではあるが、新たな緩和対策としての REDD プラスにおいて、なぜ重要な位置付けなのか

も含めて、その考え方の概要を以下に記す。 

1992年に採択された UNFCCCでは、その究極目標として大気中の GHG濃度を安定化させることを

挙げている。また、REDDプラスでは、人為起源の GHGの約 2割を占める森林減少・劣化への対策を

促進することで UNFCCC の究極目標の達成に寄与することを目指しているが、この UNFCCC の究極

目標に向けた取組を促進するためには、先進国だけではなく途上国を含めた広い範囲で GHG排出削減

を進める必要があり、その際には必然的に各国で実施される GHG排出削減・吸収活動が効果的に実施

されているかについて、高い透明性を維持することが求められる。 

UNFCCCの附属書 I国については、京都議定書において GHG排出削減量が設定されており、堅牢な

GHG排出・吸収インベントリを作成している。このため、GHG排出・吸収インベントリの報告・審査

過程で高い透明性を維持するためにMRVシステムが機能している状況が既にある。一方、GHG排出・

吸収インベントリの作成が不十分で GHG 排出削減量もしくは排出削減努力に十分な透明性がない途

上国に対しては、その取組に対して高い透明性の維持（MRVシステムの導入）が必要になるのである。 
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REDDプラスが実施される途上国においては、未だ GHG排出量を高い精度で測定・報告・計上する

制度構築が成されていない。このため、REDD プラスの実施にあたっては、そのような制度設計が必

要となり、その大きな要素としてMRVシステムが求められるのである。 

 

４．REDDプラスにおける MRVシステムの方向性 

REDDプラスにおけるMRVシステムについて考えるために、ここでは大きく以下の 2つのポイント

を取り上げたい。 

1つは「各途上国の状況に応じて段階的に REDDプラス実施に向けた取組を進める際のMRVシステ

ムのあり方」である。これは、REDDプラス実施が単に GHG排出削減・吸収増大だけを対象にするの

ではなく、先住民/地域住民の森林資源への依存度、森林管理システムの制度設計等を含めた各国状況

を踏まえたものであることを前提とし、それらの透明性を高めることに主眼を置いた際のポイントで

ある。 

そしてもう 1つは、「複数の想定される枠組に応じた REDDプラスのMRVシステムの位置付け」で

ある。これは、REDDプラスを UNFCCCの枠組の中で先進国の GHG排出削減義務の達成に使用でき

るものとするか、もしくは UNFCCC枠組とは関係なく自主的取組において位置づけるかというポイン

トである。 

この 2つのポイントは今後の REDDプラスの促進及び詳細な制度設計に大きく関係すると考えられ

る。そのため、ポイントに基づき REDDプラスのMRVシステムについて詳細を記す。 

 

４.１  各途上国の状況に応じて段階的に REDDプラス実施に向けた取組を進める際の MRVシ
ステムのあり方 

REDD プラス実施に向けては、国際交渉の場で議論が開始されて以降、さまざまなアプローチ手法

が提案されてきた（e.g. Pedroni et al. 2007 and Streck et al. 2009）。例えば、資金面については、REDDプ

ラス実施にかかる資金を国際的な基金に基づくか（基金方式）、もしくは REDDプラス実施による排出

削減・吸収増大量の売却益に基づくか（市場メカニズム方式）、そして、以上の 2つの制度を組み合わ

せた複合型にするかである。また、REDDプラス実施の対象となるバウンダリについても、国レベル、

準国レベル、そしてプロジェクトレベルとるかが論点として挙げられた。加えて、国際交渉の場では

京都議定書の第一約束期間における新規植林/再植林クリーン開発メカニズム（A/RCDM）の経験から、

プロジェクト実施までの準備（対象地域の National Forest Inventory（NFI）の整備支援等）がプロジェ

クト実施前の取組として大きな足かせになる（インセンティブを阻害する）との指摘もあった。そう

した中、途上国における REDD プラス実施を段階的に進めていくための手法として、能力向上を行っ

た上で段階的にプロジェクトの本格実施に移行していく手法が議論されるようになった。 

例えば、既に森林資源モニタリングを高い精度で定期的に実施している国と、そうしたシステムが

存在しない国においては、REDD プラス実施までの手順が異なる。このため、COP16 の成果であるカ

ンクン合意（UNFCCC 2011）での REDDプラスに関する内容では、こうした異なる状況の国を対象と

した手法として、その段階に応じて取組を進めるフェーズド・アプローチが提案されている（図 3）。 
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【フェーズ１： 準備段階】
REDDプラスに係る国家戦
略を策定する段階（途上国
でのキャパシティビルディン
グ等）

キャパシティ・ビルディングと戦略の開発キャパシティ・ビルディングと戦略の開発

REDDプラスの実施： 戦略と活動の実施REDDプラスの実施： 戦略と活動の実施

基金方式

市場メカニズム方式

【フェーズ2： 試行段階】
測定が容易な指標を活
用しつつ、排出削減の達
成度に応じて支払いを
実施する段階

【フェーズ3： 実施段階】
MRVシステムに基づき
検証された排出削減量
及び吸収量に応じて支
払いを実施する段階

 

図3 REDD プラス実施に向けたフェーズド・アプローチの考え方（Streck et al. 2009） 

※ フェーズド・アプローチでは、REDD プラス実施に向けて森林管理システムの構築から取り組む国へは

基金からの拠出で NFI システム導入を促進する等の支援を行い、既に REDD プラス実施段階に達して

いる国に対しては民間資金を効果的に活用することになる。 

 

こうした REDDプラス実施に向けた各フェーズの位置付けは、フェーズ 1に該当する途上国に対し

て先進国と同等の GHG排出・吸収インベントリと同等の精度を求めるものではない。すなわち、透明

性を高めるべき対象（MRV の対象となる分野）として、例えば GHG 排出・吸収だけではなく、基金

からの資金の用途を含める等、フェーズごとに MRV の対象・精度に違いがあるという考え方である。

こうした観点に基づけば、MRVシステムの位置付けは各フェーズで異なり、例えば大雑把に以下のよ

うに分けることができると考えられる（表 2）。 

 

表2 フェーズド・アプローチにおける各フェーズでのMRV の考え方 

フェーズ MRV システムを導入することの意義 

フェーズ 1 フェーズ 1 の段階では、附属書 I 国と同等の精度で MRV システムを導入することは不可

能であり、第一に NFI を構築するためのモニタリングシステム等の国内体制の整備を行う

必要がある。その際、整備された体制の透明性、そして体制整備のために投入された援

助資金について、その使途等の透明性を高める必要がある。 

フェーズ 2 フェーズ2では暫定的に活動量としての森林面積だけを算定し、森林劣化については定性

的な評価に留める方法も考えられる。ただ、この段階では適用したモニタリング手法の精

度がどの程度かを判断可能にする必要があり、そのために一定の透明性を確保した MRV

システムが求められる。 

フェーズ 3 フェーズ 3だと判断されれば、先進国におけるGHG排出削減量と同等の扱いとなることか

ら、REDD プラス実施により発行されるクレジットの信頼性及び透明性確保のため、IPCC

ガイドラインに基づく高い精度・高い透明性を確保した MRV システムが必要になる。 

 

以上の REDD プラス実施に向けた一連の取組は、繰り返しになるが一律に高い精度で MRV システ

ムを同時期に導入するのではなく、フェーズに応じたMRVシステムを段階的に導入していく手法であ

る。こうした手法により、REDD プラスの本格実施までに数年の準備期間が必要な途上国においても

REDD プラスへの参加が可能となっており、途上国における森林減少・劣化への対策を、どの途上国

も特別優遇することなく、途上国の幅広い REDD プラスへの参加を保証することが可能になると考え

られる。 

今後、REDD プラスを実施する途上国がどのフェーズに該当しているかを区分する方法が必要にな
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るが、それは今後の UNFCCCでの交渉でルール構築されると考えられる。いずれにしても、各途上国

の状況に応じた MRV システムを重視すべきであり、結果として REDD プラスへの幅広い途上国の参

加を抑制しないことが重要となる。 

 

４.２  想定される枠組に応じた REDDプラスの MRVシステムの位置付け 

REDD プラスへの取組については、現状の国内外の動向を踏まえて、将来的にその取組をどのよう

に位置づけるかも今後の大きな課題であり、求められるMRVシステムに大きく関係する。 

これまで記した内容は 2013年以降の UNFCCCの枠組だけを想定していたが、ここでは現状の REDD

プラスへの取組動向から考えられる以下の 3 つの枠組を想定した上で、導入されている（あるいはさ

れ得る）MRVシステムの位置付けについて整理した。 

 

４.２.１  各企業や NGO等による自主的取組としての REDDプラス実施の枠組下での実施 

第一に、各企業や NGO等による自主的取組としての REDDプラス実施（プロジェクトレベルもし

くはコミュニティレベルでの取組）であるが、こうした取組は既に世界各国で実施されており、

Hamilton K. et al（2010）によると 2009年には既に約 3.5百万 t-CO2分のクレジットが市場で取引さ

れている。今後は、さらに市場規模が拡大することが考えられる。 

ただ、こうした自主的取組については、簡易に事業実施ができるよう、MRVシステムも簡易であ

ることが一般的な特徴である（例えば第三者認証制度を導入していない等）。このため、UNFCCCの

枠組において実施される REDDプラスと比較した場合、MRVシステムの精度が低くなるという可能

性は高い。 

 

４.２.２  個別の先進国と途上国による二国間協力の枠組としての実施 

第二に、こうしたプロジェクトレベルからもう少し規模の大きい準国レベルまでを想定している

個別の先進国と途上国による二国間協力の枠組下での実施であるが、こうした取組は日本でも外務

省、経済産業省、環境省、そして国際協力機構（JICA）も高い関心を寄せており、今後の議論が注

目されている。現状では必要となるMRVシステムの精度について十分に議論されている状況ではな

く、また二国間協力に基づく緩和対策の位置付けについても UNFCCCの枠組内で実施するのか否か

は明確ではない。したがって必要となる MRV システムについても推察することは困難ではあるが、

既存のプロジェクトレベル（コミュニティレベル）の発展版でありながら、UNFCCC の決議文書に

ある国レベルもしくは準国レベルという位置付けにも達していないものと推察される。MRVシステ

ムについても曖昧な側面はあるが、二国間だけでの合意に基づく枠組（国際条約等には基づかない

枠組）になれば、UNFCCCが求める精度以下になってしまう可能性がある（恐れがある）。 

 

４.２.３  UNFCCC枠組での多国間の排出削減目標達成に関連する緩和対策としての実施 

最後に、UNFCCCの決議文書で明記されている UNFCCCの枠組下での実施（国レベルもしくは準

国レベルの取組）についてである。こうした取組はまだ実施に向けた準備段階であり、実際に国レ

ベルとして REDD プラスがいつ頃に始まるのかは予測することが困難な状況ではある。ただ、そう

なった時点では REDD プラス由来のクレジットが取引されて先進国の排出削減量として計上可能に

なるはずであり、そうであれば先進国と同等の MRV システムの精度が REDD プラスを実施する途



 

ご利用に際しての留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。              MURC政策研究レポート 
  8/10 http://www.murc.jp//politics_c1/pol_report/ 

上国にも求められると考えられる。 

 

以上、考えられる 3 つの枠組について、想定され得る MRV システムを整理したが（図 4）、現状

では REDD プラスを緩和対策としてどのように位置づけるか、どのような枠組に基づいて実施する

かが明確ではないことから、今後の対処方法としてどうするべきかを予断することはできない。た

だし、REDDプラスを緩和対策として位置づけ、ひいては UNFCCCの究極目標に貢献するためには、

MRV システムには一定の精度が必要であることは上述した通りであり、MRV システムを決して軽

視しないよう考えるべきである。 

 

低い 求められるMRVシステムの精度 高い

大
き
い

R
E

D
D
プ
ラ
ス
の
対
象
面
積
小
さ
い プロジェクトレベル（コミュニティレベル）

⇒４.２.１ 各企業やNGO等による自主的
取組としてのREDDプラス実施の枠組下で
の実施

プロジェクトレベルから準国レベル
⇒個別の先進国と途上国による二国間協力の
枠組としての実施

国レベルもしくは準国レベル
⇒UNFCCC枠組での多国間の排出
削減目標達成に関連する緩和対策と
しての実施）

 
図4 複数の枠組に基づく REDD プラスを想定した際のMRV システムへの要求事項 

 

４.３  MRVシステムについてのその他の論点 

上述した 2つのポイントに加えて、REDDプラスのMRVシステムについては、複数の留意点がある。

例えば UNFCCCの決議文書にも含まれているセーフガードの位置付け（生物多様性との関係、先住民

/地域住民への配慮等）もその対象である。 

生物多様性のMRVシステムについては、当然ではあるが対象とする地域によって生物多様性の状況

は大きく異なることから、各国もしくは各地域に応じたシステムが望ましく、それぞれからのボトム

アップでの取組も重要になる。また、生物多様性を評価する際、効果的にMRVシステムを導入するに

あたってはあまり広域ではない方が政策的なアプローチが実施しやすく（管理しやすく）、詳細なモニ

タリングを実施するにあたってもあまり広域でない方が適切という側面がある。ただ、一方で大型哺

乳類等の行動範囲を考えれば、あまり狭い範囲だけを配慮すると、その効果が限定的になる可能性も

否定できず、そのシステム開発は一概には進まない等、生物多様性を評価するにあたっては、対象国

もしくは地域の状況に応じることが求められる。 

先住民/地域住民への配慮についても、生物多様性と同じように国もしくは地域特有の課題でもあり、

地域に適した配慮手法が必要になる。REDD プラスは単に森林減少・劣化への対策ではなく、そうし
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た森林へ依存しているヒト及び動植物全体を含めて考える必要があるが、このような REDD プラスに

おけるMRVシステムについては、対象として含めるものが非常に幅広く、同時に各途上国の異なる状

況を踏まえる必要性があることから、その精度設計は極めて複雑となる。 

セーフガードのうち生物多様性との関係については生物多様性条約（CBD）でも議論が行われてい

るが、今後は CBDとの連携も行いながら、より適切な REDDプラスへの取組が進められることが望ま

れる。 

 

５．まとめ 

REDD プラスは、期待される多大な緩和効果から、2013 年以降の地球温暖化対策において重要な位

置付けとなっている。既に多くの途上国で多数の REDD プラスの実現可能性調査が実施されており、

REDDプラスを目的に拠出されている国際的な基金（世界銀行の FCPFや Amazon Fund等）には 60億

USD 以上が集まっている。ただ、上述した通り森林減少・劣化が進む途上国の状況はそれぞれ異なっ

ており、今後の制度設計において全ての途上国に一律にルールを押し付ける方法では REDD プラス実

施による緩和効果が最大化できず、その効果が限定的になってしまう恐れがある。今後の国際交渉も

しくは各国の努力が期待されるところである。 

 

本稿では現状の UNFCCC及び UNFCCC以外における REDDプラスへの取組状況から、今後のMRV

システムのあり方について考察を加えた。今後の REDDプラスの本格実施にあたっては、MRVシステ

ムと大きく関連する参照レベルの策定、モニタリングシステムの構築等が重要に成ると考えられるが、

そうした視点も含めて、包括的に REDD プラスの国内外の動向を継続して調査していくことが必要だ

と考えられる。 
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